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○長浜市景観まちづくり支援事業補助金交付要綱 

平成20年４月15日告示第84号 

改正 

平成30年４月１日告示第141号 

長浜市景観まちづくり支援事業補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、長浜市景観条例（平成20年長浜市条例第４号。以下「条例」という。）第44条

第２項の規定に基づき、魅力と活力を高めるまちづくりを推進するため、地域の景観づくりを推進

する事業を行う者に対し、予算の範囲内で補助金を交付することについて、長浜市補助金等交付規

則（平成18年長浜市規則第36号。以下「規則」という。）に定めのあるもののほか、必要な事項を

定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は、条例及び規則の例による。 

（補助金の交付対象事業等） 

第３条 この要綱による補助金の交付対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、景観形

成促進区域協議会が景観形成重点区域の指定の提案を目的とした調査、検討のための活動（以下「景

観形成促進区域対策事業」という。）又は景観形成重点区域協議会が当該区域の良好な景観の形成

を目的とした景観づくりのための活動（以下「景観形成重点区域推進事業」という。）とする。 

２ 各補助対象事業にかかる対象者、対象事業の内容及び経費、補助率及び補助金交付の条件等は、

別表第１及び別表第２に定めるものとする。ただし、他の補助制度の対象となる事業又は景観形成

重点区域推進事業で安全性及び耐久性（耐用年数が５年以上であること。）を有しないと認められ

る事業は、補助の対象としない。 

（事業計画協議書） 

第４条 次の各号に掲げる補助対象事業を実施しようとする団体は、原則として事業着手の３か月前

までに事業ごとに当該各号に掲げる書類を市長に提出し、適切な指導を受けるものとする。 

(１) 景観形成促進区域対策事業 景観形成促進区域対策事業計画協議書（様式第１号） 

(２) 景観形成重点区域推進事業 景観形成重点区域推進事業計画協議書（様式第２号） 

（補助金の額の内定） 

第５条 市長は、前条の規定による事業計画協議書の提出があったときは、その内容を審査し、事業

採択の可否を決定し、必要な条件を付し、当該事業計画協議書を提出した団体に額の内示をするも

のとする。 

２ 市長は、前項の事業採択について、必要に応じ、長浜市景観審議会の意見を聴くものとする。 

（交付申請） 

第６条 規則第４条に定める日は、前条第１項の内示の日以後から事業開始前までとする。 

（申請の添付書類） 

第７条 補助金の交付を受けようとする団体は、規則第４条に規定するもののほか、次に掲げる書類

を添えて市長に申請するものとする。 

(１) 景観形成促進区域対策事業 

ア 景観形成促進区域協議会の規約 

イ 景観形成促進区域協議会の構成員名簿 

ウ その他市長が必要と認める書類 

(２) 景観形成重点区域推進事業 

ア 景観形成重点区域協議会の規約 

イ 景観形成重点区域協議会の構成員名簿 

ウ その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の規定にかかわらず、市長は、同項各号ア及びイに規定する書類のうち必要がないと認める

ものについては、その記載又は添付を省略させることができる。 

（実績報告の添付書類） 

第８条 規則第14条第１項に規定する市長が別に定める書類は、次のとおりとする。 

(１) 事業報告書 
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(２) 補助事業等に係る収支決算書又はこれに代わる書類 

(３) 請求書及び領収書の写し 

(４) 事業写真 

（補助金の交付） 

第９条 市長は、規則第14条第１項に規定する補助事業等実績報告書を受理したときは、その内容を

審査し、適当と認めたときは、補助金を交付するものとする。 

（その他） 

第10条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成20年４月15日から施行する。 

附 則（平成30年４月１日告示第141号） 

この要綱は、平成30年４月１日から施行する。 

別表第１（第３条関係） 

事業名 景観形成促進区域対策事業 

補助対象者 景観形成促進区域協議会 

補助対象となる事業の内

容及び経費 

景観形成の将来像・景観づくりの進め方の検討に必要な経費とする。こ

れらを例示すると、おおむね次に掲げるものをいう。 

(１) 学習会等の開催経費（食料費は除く。） 

(２) 啓発資料等の作成経費 

(３) 地域住民の意識調査経費 

(４) 先進地調査経費 

(５) 将来構想図（透視図）の作成経費 

(６) その他市長が必要と認めるもの 

補助率等 
補助対象経費の１／２以内。ただし、補助対象経費は300千円を限度と

する。 

補助金交付の条件等 １団体あたり１回に限る。 

別表第２（第３条関係） 

事業名 景観形成重点区域推進事業 

補助対象者 景観形成重点区域協議会 

補助対象事業及び補助対

象経費 

景観計画に基づき周辺の景観との調和に配慮した景観づくり活動、修景

等に必要な経費とする。これらを例示すると、おおむね次に掲げるもの

をいう。 

(１) 地域の特性を生かした修景をするための建築物又は工作物（以下

「建築物等」という。）の増築、改築、移転若しくは除却又は外観の変

更。ただし、工作物については、新設も含む。 

(２) 建築物等の敷地の道路沿いの生垣の新設 

(３) 道路から展望できる建築物等の敷地の緑化 

(４) 景観形成重点区域の象徴となる小公園の整備 

(５) 道路沿いの植樹 

(６) 長浜市景観計画（平成20年長浜市告示第21号）に規定する行為の

制限の基準に基づいて行う景観づくり 

(７) その他市長が必要と認めるもの 

補助率等 

１回目は、補助対象経費の２／３以内 

２回目及び３回目は、補助対象経費の１／２以内 

４回目及び５回目は、補助対象経費の１／３以内 

ただし、補助対象経費は900千円を限度とする。 

補助金交付の条件等 

一つの補助対象者当たり、１会計年度に１回、最大５回交付できるもの

とし、補助対象事業は、初めて交付決定を受けた日の属する年度の４月

１日から５年以内の間に実施されるものに限る。 
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様式第１号（第４条関係） 
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様式第２号（第４条関係） 
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